






Study on the Management Conditions for the Sustainable Growth of 




SUGIMOTO, Toshihiko（Councilor of Hashimoto City(inWakayama Pref.) and Former 

































































Keywords: Community FM Radio Station, Regional Contents, Business Diversification, Penetration Price Policy 


















































 コミュニティＦＭ局は制度ができた 1992 年当初から多くのコミュニティ局は運営・経営に苦しんでいた。
既存メディアと同様の方法で広告料を決定すると、価格決定の理由もなく高価な金額となり、スポンサーが
つかない。多くのコミュニティＦＭ局が赤字になっており、経営が困難だといわれている。総務省のデータ



















０局が閉局になっており、2014（平成 26）年８月１日現在 284 局が運営している。 
 本来、コミュニティＦＭ局には、地域を活性化させることと、地域の防災を担う使命がある。この当初の
目的からすると、全国市区町村に設立されることが望ましい。が、基準が厳しいのか、2014 年４月 1 日の市

































 図２－１から、これまで開局ラッシュとなったピークは、３期あり、１）「1996 年および 1998 年」にい
ずれも年間 31 局開設、「2006 年」に年間 18 局開設、「2013 年」に年間 17 局開設、だった。これらから、３
つの巨大地震の災害から、２～３年後にピークを迎えていることがわかる。実際、コミュニティＦＭの開局
の大きな動機が防災であることからもうなずけることである。 
（第１次ピーク＝1996 年および 1998 年）1995 年の「阪神淡路大震災」の１年後～３年後（年間 31 局開設） 
（第２次ピーク＝2006 年）2004 年の「中越地震」の２年後（年間 18 局開設） 




































 1992～2014 年の年度ごと、各県ごとで検討する。全体でこれまでの開局数は 304 局である。 
（１）実数 
 都道府県として多いところは、1１位「北海道」28 局、２位「沖縄」17 局、３位「神奈川」14 局、４位「東




 東京・神奈川・新潟の３都県が平均が 12 局で多く、静岡・愛知の２県も 12 局と多い。また大阪・兵庫の
































































表３－５ 運営モデル別、年代別開局数（３セクとは行政が 10％を超える議決権を有するもの） 
阪神淡路 中越 東日本
全期間 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
総計 304 1 4 9 10 31 29 31 10 12 13 9 8 10 11 18 17 13 12 13 8 14 17 2014
３セク 51 1 1 2 4 7 10 12 2 3 1 1 1 1 2 3
民間 227 3 7 6 24 19 19 8 9 13 9 7 9 7 14 15 10 8 10 6 11 11 2
NPO 26 1 1 3 4 1 2 4 2 2 1 3 2
第１ピーク 第２ピーク 第３ピーク
第Ⅰ期 第Ⅱ期 第３期  
（１）３分類 
１）３セク型：３セク型の開局は 1992 年から 2000 年までの間連続して開局されている。しかしその後 4 年
のブランクがあり 2001 年からはほとんどない。合計で、この 22 年間に 51 局という数である。 
２）民間型：民間型は制度開設の２年目の 1993 年より今年 2014 年まで連続して毎年開局されている。開局































 すでに述べたように、2014（平成 26）年８月１日までに 306 局が総務省の認可を受けたが、認可されたコ
ミュニティＦＭ局のうち既に 20 局が閉局になっており、2014（平成 26）年８月１日現在 284 局が運営して




 北海道２局、東北１局、関東３局、中部 ３局、近畿２局、中四国４局、 九州 ４局、沖縄 １局、と
なって、中四国・九州が８局と約半分を占める。 
（３）閉局時期分布 
 閉局は、１例（中四国の 1989 年）をのぞき、他の 19 例は、すべて、「第３期（2000 年代後半以降の成熟
期）」に閉局し、しかも「第３期（2000 年代後半以降の成熟期）」といっても、１例（関東の 2013 年）をの
ぞき、閉局時期は 2005 年～2011 年に集中し、主に 2000 年代後半に集中している。 
（４）開局時期別分布 
 「第１期（1990 年代の成長期）」「第２期（2000 年代前半の停滞期）」「第３期（2000 年代後半以降の成熟
期）」の３区分にすると、（第１グループ）メインの中四国、九州、沖縄、関東、東北の 13 局の廃局例の大部
分は、開局年が「第１期（1990 年代の成長期）」のものである。例外は、関東１局と九州１局が 2001 年、2000
年に開業したものでこれをふくめても 2001 年までの開局である。実は、典型的な中四国、九州、沖縄、関東、









 閉局した放送局は 20 局ある。1995-1998 年頃に開局された放送局が 10 局閉局している。閉局数のほぼ半分
























































⑥ 出資総額（資本金） 第三セクターの場合は自治体からの出資金も含む。 
⑦ 純資産。 
























































 その後熊谷専務は 2004（平成 16）年 12 月「ＦＭＫＩＴＡＱ」の社長になった。 
（３）「福岡コミュニティＦＭ」を継承 






人件費はそう節約していない。スタッフ約 20 人で、時給 800 円で差はつけていない。熊谷氏は、コミュニテ
ィＦＭ局は、これまでのＴＶ局やラジオ局とは、全く違ったものであるという。メールやＳＮＳの時代に入
り、目が疲れるようになった。新聞も読むと目が疲れる。音声によるニュースのほうがいい。コミュニティ

















域コンテンツの比率を 2015 年１月 10 日のタイムテーブルから検証すると「ハッピーＦＭいたみ」約 57％、
「バナナＦＭわかやま」約 68％、「うべＦＭきらら」約 78％、「天神ＦＭコミ×テン」約 55％であった。こ
れに対し、廃局の「高松シティＦＭ」は 2005 年 1 月のタイムテーブルで地域コンテンツ比率は０％（すべて
東京の放送買い取り）であった（左が宇部、右が高松、網がけが地域コンテンツ部分）。 





































































































































































１）売上：2013（平成 25）年度の決算では、損益計算書によると営業売上げが 8241 万円であった。顧客別





託料としてうけている。その他 700 万円あまりを基幹株主から広告料をもらっている。それ以外に 3191 万円
を各々スポンサーからもらっている。 
２）費用：地域コンテンツ戦略で、東京の番組は買わない。地域主体で番組を作り、地域のニュースや、地
域の情報を放送する。製造原価については、制作費 1760 万円、技術費 447 万円。販売費と一般管理費が 8356
万円でありここで営業損失が 115 万円発生した。しかし営業外収益が 117 万円あったため、経常損失が約 22
万円となり、最終的に 2013 年度は特別利益も含め約 46 万円の赤字であった。販管費（販売費と一般管理費）
の内訳をみてみると、8300 万円の主なものは人件費関係、これは７人の常勤社員の人件費が 3128 万円（37％）、










るメディテックスで 3000 万円を借り、作り上げた。 
１）売上：4400 万円の売上げがある。防災ラジオの売上げは 100 万円である。（ＣＭ単価について）県域放
送局の和歌山放送は 3 万円～10 万円で月に２～４回ＣＭ放送を流している。コミュニティＦＭでは考えられ
ない金額である。「バナナＦＭ」は 20 秒スポットＣＭを 500 円ではじめ、それでも埋まらないので、「バナナ
ＦＭ」で放送している番組の宣伝を入れたが、番組の宣伝を入れたからと言ってその番組がリスナーに聞か
れることがないのがわかった。空いているところには、お客様のＣＭを料金は貰わずともサービスで２回、





だせるか」と聞いて、市場である街の企業の感触をつかみ、毎日１回放送し、月 30 回で 1 万 5000 円となる
料金と考え、スポットＣＭ20 秒の金額を 500 円に決定したのである。それ以後、契約をしてくれる会社・商
店が半年で 100 社を超えた。2014 年４月現在は 150～180 の店に請求書を送付している。１社当たり平均 3
万円の請求額となってきた。山口氏は「スポットＣＭのみで耳にタコができる放送がしたかった」という。
同じ時間帯に同業種のＣＭはしないとルールを決めそれが支持され、スポットＣＭを１ケ月で終わるところ
もあるが、年間 600 社が契約に係る。スポットＣＭ枠が満杯状態のため、スポットＣＭ料金 1 回 500 円を 1000
円に値上げをして、企業の数が半分の 300 社に減少しても維持できるのであるが、出勤時間帯と昼食時間帯
と帰宅時間帯の６時間を 1000 円に値上げすることで順応している。1 万円のスポットＣＭの契約企業は月金










の契約数で負担でき、持続できると井上氏は解説する。（60 分で６分のＣＭには 18 本の契約数がある、例え
ば 16 時間放送では 16×18÷３＝96）すなわち 96 社から毎日１回のＣＭ契約が取れたなら持続できる。半分
取れたら黒字になるという。また費用削減のために、放送法の関係で、番組の編成を行うと、毎回変更届を
出さないといけないので帯番組を作っておき、その中で変化させることにしている。スポンサーの商店は、
いくらなら広告を出せるかと調査した結果、月 5000 円～1 万円が一番多い価格帯であった。 
２）費用：地域コンテンツ戦略で、東京の番組は買わない。地域主体で番組を作り、原価を下げる。また、
人件費についての井上氏の見解では節約していないという。社長の給料は 30 万円、契約社員 30 万円、20 万
円、20 万円、ボーナス夏 50 万円、冬 50 万円、期末手当 100 万円、スタッフ 8 人が 5 万円～10 万円である。 
（４）「ＦＭコミ×テン」 
１）売上：「ＣＭの浸透価格戦略」一周年記念事業で 20 秒ＣＭを 100 円で販売した。10 社限定としたほうが
どんどん客がくるのでこの方法を使っている。5000 円／月で 60000 円/年、10 社で 600000 円増える。単年度






























 伊丹モデルの損益計算書を見ると売り上げ 8241 万円に対し、販管費は 8356 万円で赤字になっている。こ
れは新しく導入されたデジタルサイネージによる減価償却費が含まれているためになったことで、償却後は
毎年 400 万円から 600 万円の黒字が予想できる。 
 次にＮＰＯである和歌山モデルであるが損益計算書によると売上高 4487 万円に対し販管費は 4247 万円と
なっている。このＦＭ和歌山は、近畿地方の中で自主収入として伊丹を上回る金額を売り上げている放送局
である。 





































































 サイマル放送している。フリーペーパーを発行している。Ustream、Facebook も行っている。開局 15 周年
の記念事業として三年前にデジタルサイネージを活用して 37 ヶ所に大型モニター（52 インチ）を設置して
いる。街角情報提供システムは 2011 年まちかど電子情報提供システム「いたみえ～る」が稼働した。 情報
誌ハッピーＦＭいたみプレス（タイムテーブルや地域情報、ＣＭを掲載）30000 冊２回/年で 283 万円の売上
があり、伊丹市の公共施設、集合住宅にポスティングなど、広報伊丹・ＨＰ広告代理店業務については１日








150 社の店先に 100 冊ずつ置く節約もコミュニティの観点からいって、人と人を結びつけるにもいい方法で
ある。経営手法は営業収益以外に、営業外収益を得る方法をとる「ＦＭきらら」は、経常利益が開局以来連
続して黒字である。特にフリーペーパーによる営業外収益も利益に貢献しており、売上げからフリーペーパ
ー経費 2 万 5000 部 85 万円（デザイン 15 万円、冊子 70 万円）など、人件費を引いても黒字である。発送は



















月に 5000～2 万円くらい、「ＦＭきらら」は月に 1 万～1 万 5000 円くらいと聞き取り調査時に話してくれた。
この２社はマーケティング的視点で決められていた。この金額が分かれば 20 秒スポットＣＭの金額は出るの








み、毎日１回放送し、月 30 回で 1 万 5000 円となる料金と考え、スポットＣＭ20 秒の金額を 500 円に決定し
たのである。開局当時の街の状態では 500 円が丁度良く、その後売上が上昇し、20 秒スポット枠がいっぱい
になり、2014 年４月では、曜日や通勤時間帯などにより、値段を 800～1000 円に上げている。今はこの値段
が、街にあったスポットＣＭ価格である。 
 「ＦＭきらら」は、「ＣＭ価格設定戦略」はスポット 20 秒ＣＭが、全放送時間のＣＭの三分の一の契約数
で負担でき、持続できると井上氏は解説する。（60 分で６分のＣＭには 18 本の契約数がある、例えば 16 時
間放送では 16×18÷３＝96）すなわち 96 社から毎日１回のＣＭ契約が取れたなら持続できる。半分取れた
ら黒字という井上氏は自信にあふれている様子であったが、開局して 11 年連続黒字の放送局なので、うなず
ける話である。 










































（２）メディアミックス理論＝フリーペーパー（フリーペーパー定型枠型作成 ⇒ 自動的にＣＭ） 
（３）マーケットイン＝市場浸透型ＣＭ料金価格設定５００円：「ＦＭきらら」は放送＋フリーペーパーとい
うメディアミックスの運営方法をとっているが、この手法はどの放送局でもできるとは限らない。 
【民間型福岡・北九州事例】 
（１）’さらに進んだ地域コンテンツ戦略２（＋局の取材すらない『カラオケ理論』）スポンサーに自然な関
連テーマでつくらせる、コンテンツ取材＋企画まで、局はタッチしない（カラオケ理論）。 
（２）メディアミックス戦略（ＩＴ活用しきる。ユーストリーム、ユーチューブ、フェイスブック、ツイッ
ター、ブログ） 
（３）市場浸透型ＣＭ料金価格設定（マーケットイン）＝ＣＭ料金５００円：コミテンが復活することが出
来た理由は、番組に制作費用をかけない事「番組に読んでくる人は、出演者が選んで連れてくる。出たい人
にお金を出させ、しゃべらせ、ゲストを連れてこさせる、やらせる。局はコントロールするだけ」これをカ
ラオケ理論と呼んでいた。 
（４）経営多角化＝地域ビジネスを行政と→「放送（売上の 10％）もやってます」⇒イベント（例）ご当地
アイドル（北九州）。 
 
２．以上から、成功事例の共通点は、ＰＬモデルで説明できる 
杉本俊彦（２０１５）「地域の中で持続するコミュニティＦＭの経営条件に関する研究」 
『創造都市研究ｅ』１０巻１号（大阪市立大学大学院創造都市研究科電子ジャーナル） 
 
 １８ 
（１）ＰＬの構造（略） 
（２）成功事例の戦略を経営指標枠組みで解釈すると、１）②販管費（人件費等）はそれほど動かせない。
２）「地域コンテンツ戦略」とは、①原価（外注費）の削減とリスナーの拡大である。３）「多角化戦略（メ
ディアミックス戦略）」とは、③営業外利益（損失含む）の拡大であり、「ＣＭ戦略」は売上拡大である。 
（３）ＰＬモデルの構築 
 １）地域コンテンツで原価圧縮＝＞「原価」縮小で「粗利」大 
 ２）メディアミックス＋ＣＭ獲得で営業外利益大＝＞「経常」大 
 
 本修士論文は、筆者が大阪市立大学大学院、創造都市研究科、都市政策専攻、都市経済・地域政策研究分
野において行った研究をまとめたものである。本研究に関して業務多忙にもかかわらず研究にご協力いただ
きました兵庫県伊丹市のコミュニティＦＭ伊丹の本庄和郎取締役局長、和歌山県和歌山市のコミュニティＦ
Ｍバナナの山口昭昌理事長、山口県宇部市のコミュニティＦＭきららの井上悟取締役社長、福岡県福岡市の
コミュニティＦＭコミテンの熊谷美佐子専務取締役に心より感謝いたします。また、始終ご指導ご鞭撻を頂
きました本学小長谷一之教授、論文をご精読頂きコメントを頂きました本学藤塚吉浩教授に感謝致します。 
 
【参考文献】ジェイン・ジェイコブス（2012）『発展する地域 衰退する地域―地域が自立するための経済学』中村達也
訳 ちくま学芸文庫。ヒルズ水島（2007）『キミにもできるコミュニティＦＭ』ＣＱ出版。浅田繁夫（2008a）「日本にお
けるコミュニティＦＭの構造と市民化モデル」『創造都市研究ｅ』（電子ジャーナル）大阪市立大学大学院創造都市研究科
＜ http://creativecity.gscc.osaka-cu.ac.jp/ejcc/article/view/646 ＞浅田繁夫（2008b）「コミュニティＦＭの市民化モデル」塩
澤由典・小長谷一之編『まちづくりと創造都市』晃洋書房。荒蝦夷編（2012）『その時ラジオだけが聴こえていた』竹書
房。井上悟・三浦房紀（2007）『成功するコミュニティＦＭ放送局』東洋図書出版。井上悟（2010）『「地域をブランド化
する』東洋図書出版。井上悟（2014）『成功するコミュニティＦＭ放送局２』東洋図書出版。大沼千恵美（2002）「コミュ
ニティＦＭ放送と地域社会－ラジオを使ったまちづくり」『人文科学人間システム科学論文』。荻野喜美雄（2013）「放送
ネットワークの強靭化に関する検討会」『一般社団法人日本コミュニティ放送協会資料２』。金山智子編（2007）『コミュ
ニティ・メディア－コミュニティＦＭが地域をつなぐ』慶應義塾大学出版会。久我桂一（1974）「東京放送局開局前後の
思いで」『放送技術』４月号。紺野望（2010）『コミュニティＦＭ進化論』ショパン。小内純子（2003a）「コミュニティＦ
Ｍ放送局の全国的展開と北海道の位置」『社会情報学研究』Vol.12，札幌学院大学社会情報学部。小内純子（2003b）「コ
ミュニティＦＭ放送局における放送ボランティアの位置と経営問題」『社会情報研究』Vol.13，札幌学院大学社会情報学
部。小内純子（2010-12）「持続可能なコミュニティＦＭ放送局経営の可能性：ボランティア型放送局を事例として」『社
会情報研究』Vol.20，札幌学院大学社会情報学部。小内純子（2014-03）「コミュニティ放送局の推移と今日的状況：2003
年以降を中心に」『社会情報研究』Vol.23，札幌学院大学。加藤晴明（2005）「コミュニティＦＭのアイデンティティ」『社
会情報研究』。小長谷一之・北田暁美・牛場智（2007）「まちづくりとソーシャル・キャピタル」『創造都市研究』第１巻。
小長谷一之（1999）『マルチメディア都市の戦略』東洋経済新報社。小長谷一之（2005）『都市経済再生のまちづくり』古
今書院。小長谷一之他（2012）『地域活性化戦略』晃洋書房。小長谷一之・前川知史（2012）『経済効果入門－地域活性化・
企画立案・政策評価のツール－』日本評論社。坂田謙司（2002）「コミュニティ放送局の存立要件」『京都女子大学現代社
会研究』。塩沢由典・小長谷一之編著（2007）『創造都市への戦略』晃洋書房。塩沢由典・小長谷一之編著（2008）『まち
づくりと創造都市－基礎と応用』晃洋書房。塩沢由典・小長谷一之編著（2009）『まちづくりと創造都市 2－地域再生編』
晃洋書房。嶋村紘輝・横山将義（2003）『図解 ミクロ経済学』。清水直樹（2010）「持続可能な社会におけるメディアの
多様性－コミュニティメディアの現在」『持続可能な社会の構築』。竹内郁郎・田村紀雄編（1989）『新版地域メディア』
杉本俊彦（２０１５）「地域の中で持続するコミュニティＦＭの経営条件に関する研究」 
『創造都市研究ｅ』１０巻１号（大阪市立大学大学院創造都市研究科電子ジャーナル） 
 
 １９ 
日本評論社。田村紀雄編（2003）『地域メディアを学ぶ人のために』世界思想社。田村紀雄・染谷薫（2005）「多様化する
コミュニティＦＭ放送」『東京経済大学人文自然科学論集』。田村紀雄・白水繁彦編（2007）『現代地域メディア論』日本
評論社。津田正夫・平塚千尋（2000）『パブリックアクセス』リベルタ出版。豊田拓臣（2012）『ラジオのすごい人たち』。 
原正紀（2010）『インタビューの教科書』同友館。日比野純一（2006）「世界コミュニティラジオ放送連盟（ＡＭＡＲＣ）
からの学び」『社会科学研究年報』。福永雅文（2009）『ランチェスター戦略－弱者が勝最後の方法』ＰＨＰ研究所。古川
柳子（2011）「コミュニティＦＭの災害放送におけるクロスメディア活用の可能性と課題」日本マス・コミュニケーショ
ン学会発表論文。松井一洋（2011）『こちらはＦＭハムスタ－』日本出版。松浦さと子・小山帥人編著（2008）『非営利放
送とは何か－市民が創るメディア』ミネルヴァ書房。松浦さと子（2006）「民主的コミュニティＦＭの可能性デジタル社
会－社会運動を接地させ地域社会のメディア環境－」『社会学評論』第５７巻。松浦さと子（2008）「地域のコミュニケー
ション・インフラの持続可能性」『非営利コミュニティ放送の運営調査』論文。松尾洋司（1997）『地域と情報－メディア
と住民の関係』兼六館出版。松下友寛（2011）「コミュニティＦＭによる地域コミュニティ形成に関する研究」『人文科学
人間システム科学』。宮副謙司（2014）『地域活性化マーケティング』同友館。村上和史（2013）「コミュニティの「ウチ」
と「ソト」をつなぐコミュニティＦＭ：サイマル放送と「トランスローカル」」『日本学報』。森岡寛・渡辺治四（2013）
『会社の数字が面白いほどわかる本』ダイヤモンド社。安原智樹（2013）『マーケティングの基本』日本実業出版社。八
巻直一・高井英造（2005）『問題解決のためのＡＨＰ入門』日本評論社。山田晴通（2000）「西東京にみるコミュニティＦ
Ｍの存立基盤」『人文自然科学論集』東京経済大学。 吉澤大（2012）『会社の数字に強くなる』大日本印刷。早稲田大学
メディア文化研究所（2010）『メディアの地域貢献』一藝社。Quantsworks LLC（2012）「コミュニティＦＭ一覧表」『平
成 22 年３月決算表』。【ウェブサイト】日本コミュニティＦＭ協会、「ハッピーＦＭ」（大阪府伊丹市）、「バナナＦＭ」（和
歌山市）、「ＦＭきらら」「（山口県宇部市）、「コミ×テンＦＭ」（博多区）、「ＦＭＫＩＴＡ」（北九州市）、総務省ホームペ
ージ、ＮＨＫホームページ。 
